
   稲沢市低入札価格調査取扱試行要領 

 （趣旨） 

第１条  この要領は、稲沢市が発注する建設工事及び工事関係委託（以

下「工事等」という 。） の請負契約について、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号。以下「令」という 。） 第１６７条の１０第１

項（令第１６７条の１３において準用する場合を含む 。） に規定する

落札者の決定方法について、必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の意義） 

第２条  この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 (1) 低入札価格調査  令第１６７条の１０第１項の規定に基づき、最

低価格の入札者以外のものを落札者とすることができる場合に行う

調査をいう。 

 (2) 調査基準価格  低入札価格調査を行う基準として設定した価格を

いう。 

 （対象工事等） 

第３条  この要領の対象となる工事等は、次に掲げるもののうち市長が

必要と認めたものとする。 

 (1) 総合評価落札方式で発注する建設工事 

 (2) 設計金額が１千万円を超える工事関係委託 

 (3) 前２号に定めるもののほか、市長が必要に応じて決定する工事等 

 （調査基準価格） 

第４条  建設工事における調査基準価格は、予定価格の算出の基礎とな



った次の各号に掲げる額に当該各号に定める割合を乗じて得た額の合

計額（その額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数金

額を切り捨てた額）に１００分の１１０を乗じて得た額とする。ただ

し、調査基準価格が予定価格に５分の４を乗じて得た額を超える場合

にあっては５分の４を乗じて得た額とし、予定価格に３分の２を乗じ

て得た額に満たない場合にあっては３分の２を乗じて得た額とする。 

 (1) 直接工事費の額  １０分の８ 

 (2) 共通仮設費の額  １０分の７ 

 (3) 現場管理費の額  １０分の７ 

 (4) 一般管理費等の額  １０分の３ 

２  工事関係委託における調査基準価格は、予定価格の算出の基礎とな

った別表の業種区分ごとに応じ、①欄から④欄までに掲げる額の合計

額に１００分の１１０を乗じて得た額とする。ただし、調査基準価格

が予定価格に５分の４を乗じて得た額を超える場合にあっては５分の

４を乗じて得た額とし、予定価格に３分の２を乗じて得た額に満たな

い場合にあっては３分の２を乗じて得た額とする。 

３  特別な工事等については、前２項の規定にかかわらず、予定価格に

５分の４を乗じて得た額から３分の２を乗じて得た額までの範囲内に

おいて調査基準価格を定めることができる。 

４  前３項の規定により調査基準価格を定めたときは、予定価格に併記

しなければならない。 

（入札参加者への周知） 

第５条  調査基準価格を定めたときは、一般競争入札については入札公



告に、指名競争入札については指名通知書に調査基準価格を定めてい

る旨を記載し、事前に入札参加者に周知するものとする。 

 （低入札価格調査） 

第６条  開札の結果、調査基準価格未満の申込価格での入札（以下「低

入札」という 。） が行われた場合は、落札の決定を保留するものとす

る。 

２  前項の入札が行われた場合には、低入札を行った者のうち最も金額

が低い者又は総合評価における評価値が最も高い者（以下これらを

「低入札者等」という 。） に対し、速やかに、次に掲げる事項につい

て事情聴取等の調査を行うものとする。 

 (1) 低入札となる価格により入札した理由及び入札価格の内訳 

 (2) 手持ち工事又は業務の状況 

 (3) 手持ち資機材又は機器の状況 

 (4) 資機材購入先及び購入先と入札者との関係 

 (5) 配置予定技術者の経歴（資格、実績、手持ち量） 

(6) 労務者の確保及び下請負業者の利用計画 

 (7) 官公庁が発注した同種又は類似案件の受注実績 

 (8) 経営状況（必要に応じ、取引金融機関、保証会社等への照会） 

(9) 信用状況（建設業法違反の有無、賃金不払いの状況等） 

(10) その他調査に必要な事項 

３  低入札者等は、前項の調査を求められた場合には、これに応じなけ

ればならない。この場合において、調査に応じないときは、落札者と

しないものとする。   



 （調査の結果） 

第７条  契約検査課長は、前条の規定による調査を実施したときは、そ

の結果を稲沢市工事請負業者指名審査委員会（以下「委員会」とい

う 。） に報告し、意見を求めるものとする。 

（落札者の決定） 

第８条  契約検査課長は、委員会の意見により当該契約の履行が確保で

きると認めた場合は、当該低入札者等を落札者に決定するものとし、

当該契約の履行が確保できないと認めた場合は、予定価格の制限の範

囲内の価格をもって入札した他の者のうち、次に金額の低い者又は総

合評価における評価値が次に高い者（以下これらを「次順位者」とい

う 。） を落札者として決定するものとする。 

２  次順位者が低入札に該当したときは、前２条及び前項の規定を準用

する。 

 （入札者への通知） 

第９条  前条の規定により落札者が決定した場合には、直ちにその旨を

入札参加者に通知しなければならない。 

２  あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）における電子入札

サブシステム（以下「電子入札システム」という 。） を使用した入札

において低入札価格調査の対象となった場合は、前項による通知は、

電子入札システムによる落札者決定通知書によることができる。 

 （低入札者等との契約に係る措置） 

第１０条  落札者として決定された低入札者等と契約しようとする場合

は、次に掲げる事項を義務付けるものとする。 



 (1) 契約金額の１００分の２０以上の契約保証金を納付すること。こ

の場合において、契約金額の増額見直しは行わないものとする。 

 (2) 建設工事については、次に掲げる項目を付するものとする。 

ア  前金払の金額を１０分の２以内とすること。この場合において、

契約金額の増額見直しは行わないものとする。 

イ  現場代理人及び主任技術者を専任で配置すること。 

ウ  当該工事において契約金額又は下請負金額により主任技術者又

は監理技術者が専任配置となっている場合は、その者のほかに当

該入札公告に示した入札参加資格要件を満たす者を専任で配置す

ること。 

 (3) 工事関係委託については、次に掲げる項目を付するものとする。 

ア  配置予定の管理技術者、主任担当者、主任技術者又は工事監理

者（以下「管理技術者等」という 。） を専任で配置すること。 

イ  管理技術者等は、当該業務に関する国家資格保有者であること。 

２  落札者が前項に掲げる事項を承諾しなかった場合は、契約を辞退し

たものとみなす。 

 （指名停止） 

第１１条  市長は、第６条第３項後段の規定により落札者とならなかっ

た者及び前条第２項の規定により契約を辞退したとみなされた者に対

して、稲沢市指名停止取扱要領（平成１６年４月１日施行）により指

名停止措置を講じるものとする。 

付  則 

 この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 



付  則 

この要領は、令和元年１０月１日から施行する。 



 

 

別表（第４条関係） 

業務区分 ① ② ③ ④ 

測量業務 直接測量費の

額 

諸経費の額に

１０分の４を

乗じて得た額 

  

建築関係の建

設コンサルタ

ント業務 

直接人件費の

額 

特別経費の額

に１０分の９

を乗じて得た

額 

技術料等経費

の額に１０分

の５を乗じて

得た額 

諸経費の額に

１０分の５を

乗じて得た額 

土木関係の建

設コンサルタ

ント業務（技

術経費を用い

る場合） 

直接業務費の

額 

技術経費の額

に１０分の６

を乗じて得た

額 

諸経費の額に

１０分の５を

乗じて得た額 

 

土木関係の建

設コンサルタ

ント業務（技

術経費を用い

ない場合） 

直接原価の額 その他原価の

額に１０分の

８を乗じて得

た額 

一般管理費等

の１０分の３

を乗じて得た

額 

 

地質調査業務 地質調査業務

費（一般）の

うち直接調査

費の額 

地質調査業務

費（一般）の

うち間接調査

費の額に１０

分の７を乗じ

て得た額 

地質調査業務

（解析）費計

の額に１０分

の７を乗じて

得た額 

地質調査業務

費（一般）の

うち諸経費の

額に１０分の

３を乗じて得

た額 

補償関係コン

サルタント業

務 

直接原価の額 その他原価の

額に１０分の

８を乗じて得

た額 

一般管理費等

の１０分の３

を乗じて得た

額 

 

※ 業務区分が複数にわたる業務については、各業務区分ごとの①欄から④欄ま

での合計額を調査基準価格とする。 
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